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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成24年1～3月期実績、平成24年4～6月期見通し） 

●中小企業の『事業承継』の状況と対策について 
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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、住宅投資は低水準ながら持ち直している。個人消費は、寒波や大雪の影

響から春物商品が低調に推移し、総じて弱い動きとなっている。公共投資は、国や地方公共

団体の予算の制約から減少している。輸出は北米や中東向けなどが増加している。

生産活動は、国内需要の回復から緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、

新規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数は増加、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．２％）は、３ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲４．８％）は、主力の衣料

品や飲食料品のほかすべての品目が前年を下

回った。スーパー（同＋１．２％）は、衣料品

や身の回り品が前年を下回ったが、主力の飲

食料品やその他の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．２％）

は、５ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３ヶ月ぶりの増加

２月の新設住宅着工戸数は、２，０８４戸（前

年比＋１６．０％）と３ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲３２．７％）は

前年を下回ったが、持家（同＋０．４％）はほ

ぼ横ばい、貸家（同＋５５．１％）は前年を上回

った。

平成２３年４月～平成２４年２月累計では、

２９，８３４戸（前年同期比＋７．５％）と前年を上

回っている。利用関係別では、持家（同

＋３．３％）、貸家（同＋１２．１％）、分譲（同

＋７．４％）いずれも前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は３ヶ月連続の上昇

２月の鉱工業生産指数は、前月比▲１．１％

と３ヶ月ぶりに低下したが、前年比は

＋３．１％と３ヶ月連続で上昇した。

業種別では、前年に比べ電気機械工業やプ

ラスチック製品工業、一般機械工業などが低

下したが、金属製品工業や食料品工業、窯

業・土石製品工業などが上昇した。

④公共投資～３ヶ月連続の減少

２月の公共工事請負金額は、１３４億円（前

年比▲２０．６％）と３ヶ月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋１．３％）、市町村

（同＋１４９．５％）はそれぞれ前年を上回った

が、道（同▲２５．５％）は前年を下回った。

平成２３年４月～平成２４年２月累計では、請

負金額６，４５４億円（前年同期比▲６．６％）と前

年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直している

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５４倍となり、前月比では０．０３ポイント、

前年比では０．１０ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は２５ヶ月連続の上昇となった。新規求

人数は、前年比１３．９％の増加となり２５ヶ月連

続して前年を上回った。業種別では、建設業

（前年比＋５３．４％）や医療、福祉（同

＋１０．０％）、宿泊業、飲食サービス業（同

＋２４．４％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～２ヶ月連続で前年を下回る

２月の来道客数は、７８７千人（前年比

▲２．９％）と２ヶ月連続して前年を下回っ

た。航空機を利用した関東からの来道客数が

２ヶ月連続して前年を下回った。

平成２３年４月～平成２４年２月累計では、

９，８３１千人（前年同期比▲６．５％）と前年を下

回っている。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月連続の増加

２月の道内貿易額は、輸出が前年比１０．６％

増の２８７億円、輸入が同２６．９％増の１，５５３億円

となった。

輸出は、鉄鋼や化学製品などが減少した

が、一般機械や自動車の部分品、石油製品な

どが増加し２ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石炭、魚介類及び同

調製品などが増加して２６ヶ月連続で前年を上

回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

３月の企業倒産は、件数は５２件（前年比

＋１５．５％）、負債総額は７９億円（同▲３６．２％）

となった。件数は２ヶ月連続で増加し、負債

総額は２ヶ月ぶりに前年を下回った。

業種別では、建設業１２件、製造業１１件、

サービス・他１０件などとなった。

平成２３年度累計では、件数４６４件（前年度

比＋１．８％）、負債総額１，０３０億円（同▲１１．１％）

と件数はわずかに上回ったものの、負債総額

は前年を下回った。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２４年１～３月期実績

前期に比べ、売上DI（△７）は３ポ

イント低下したものの利益DI（△９）

は２ポイントの上昇となり、業況はほぼ

横ばいで推移した。

２．平成２４年４～６月期見通し

売上DI（△１）は６ポイント、利益

DI（△８）は１ポイントともに上昇

し、業況は改善が見込まれる。

定例調査

業況はほぼ横ばいで推移
第４４回 道内企業の経営動向調査

世界金融
危機

H２３．３
東日本大震災

公共投資の減少

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 景気対策

原油価格
の高騰
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４４回定例調査
（２４年１～３月期実績、４～６月期見通し）
判断時点
平成２４年３月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４９ １００．０％
札幌市 １８７ ４１．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２１．６
道 南 ３５ ７．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６０ １３．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １５．６ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１１ ４４９ ６３．２％
製 造 業 １８９ １１４ ６０．３
食 料 品 ６２ ３８ ６１．３
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２１ ６５．６
鉄鋼・金属製品・機械 ４８ ３０ ６２．５
そ の 他 の 製 造 業 ４７ ２５ ５３．２
非 製 造 業 ５２２ ３３５ ６４．２
建 設 業 １３９ ９８ ７０．５
卸 売 業 ９５ ６５ ６８．４
小 売 業 １０４ ６４ ６１．５
運 輸 業 ５４ ２９ ５３．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １８ ５４．５
その他の非製造業 ９７ ６１ ６２．９

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２３年
１０～１２

２４年
１～３ ４～６

見通し

２３年
１０～１２

２４年
１～３ ４～６

見通し

全産業 売上は５期ぶりの悪化、利益は３期連
続の改善 △４ △７ △１ △１１ △９ △８

製造業 食品メーカーの売上が低下 １ △１０ ０ △４ △９ △３

食料品 水産加工は二極化。食肉加工は不振 ６ △８ △８ ０ ０ △１１

木材・木製品 住宅建材は持ち直すが、過当競争も １３ １０ １９ ２２ １０ ５

鉄鋼・金属製品・機械 原材料価格が落ち着き利益上昇 △１０ △１０ ７ △３２ △２１ ７

非製造業 建設、運輸、ホテル・旅館が持ち直し △６ △６ △１ △１４ △９ △１０

建設業 一部で復興需要続く。住宅建築も堅調 △１０ △３ △１０ △１９ △１４ △２０

卸売業 紙製品、食品関連が不振 △１６ △２６ △９ △２１ △１７ △９

小売業 自動車販売、燃料店が好調 １９ １０ １０ △８ ２ △１０

運輸業 燃料費の上昇続くが、貨物輸送が持ち
直す △１４ △１０ １７ △６ △３ ７

ホテル・旅館業 重油価格が上昇したが、震災の影響薄
れる △４４ ０ １７ △５０ ０ １８

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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価格引き下げ要請 

原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（５２％） ＋５ 建設業（６１％）など６業種で第１位。

�過当競争（４８％） △１ 木材・木製品製造業（４３％）で２５ポイント上昇。建設業（７８％）は８
割弱。

�原材料価格上昇（３３％） △６ 製造業（５０％）では全業種で低下するも、食料品製造業（６８％）は高
率。

�販売価格低下（２９％） △３ ホテル・旅館業（４４％）で比較的ウエイト大。

�諸経費の増加（２７％） ＋５ ８業種で上昇。運輸業（４１％）、食料品製造業（４０％）で４割台。

�価格引き下げ要請（１８％） △２ ７業種で低下するも、卸売業（３１％）で３割強。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
５２
（４７）

①
５１
（４７）

②
４７
（４７）

①
４３
（５０）

①
４５
（４５）

①
７２
（４８）

②
５２
（４７）

②
６１
（６０）

①
５５
（４８）

②
４８
（４２）

①
５５
（４９）

①
５６
（５６）

②
３７
（２４）

�過当競争
②
４８
（４９）

③
３１
（２７）

２６
（１９）

①
４３
（１８）

２４
（２９）

③
３６
（４１）

①
５４
（５７）

①
７８
（８１）

②
４２
（４４）

①
５９
（６０）

２８
（３１）

②
４４
（５６）

①
４０
（４４）

�原材料価格上昇
③
３３
（３９）

②
５０
（６７）

①
６８
（７８）

③
３３
（５０）

②
３８
（６１）

②
５２
（７４）

２６
（２８）

２７
（２３）

２５
（２７）

２７
（２８）

②
５２
（４０）

１７
（３９）

１８
（２７）

�販売価格低下
④
２９
（３２）

２３
（３３）

２４
（２８）

２４
（３２）

２１
（２９）

２４
（４４）

③
３１
（３２）

③
３５
（３３）

③
３７
（３２）

③
３７
（４０）

－
（１１）

②
４４
（５０）

２３
（２７）

�諸経費の増加
⑤
２７
（２２）

３０
（２２）

③
４０
（３１）

２９
（５）

③
２８
（２３）

２０
（２２）

２６
（２３）

２０
（１８）

１７
（１３）

３０
（１８）

③
４１
（５１）

３３
（２２）

③
３３
（２７）

�価格引き下げ要請
⑥
１８
（２０）

２２
（２４）

１６
（１７）

１９
（３６）

２４
（２６）

３２
（２２）

１７
（１８）

１４
（１５）

３１
（３１）

１０
（７）

１０
（１４）

１７
（２２）

１８
（２２）

�人件費増加 １６
（１６）

１４
（８）

１１
（１１）

１０
（５）

１４
（３）

２４
（１１）

１７
（１９）

１４
（１８）

１４
（１９）

１８
（２０）

７
（１１）

２２
（２２）

２５
（２０）

	人手不足 １１
（１３）

１２
（１１）

５
（１４）

５
（１４）

③
２８
（１０）

８
（７）

１１
（１３）

１５
（２１）

２
（２）

６
（３）

１４
（１７）

２８
（１７）

１５
（２０）


資金調達 １１
（１０）

１３
（１１）

１６
（１１）

１０
（１４）

２１
（１９）

４
（－）

１０
（１０）

１１
（１１）

１４
（５）

６
（８）

７
（１１）

１７
（２２）

８
（９）

�設備不足 ９
（３）

１１
（６）

１６
（１１）

１４
（５）

３
（３）

８
（４）

８
（３）

３
（－）

５
（３）

６
（５）

２１
（－）

３３
（１１）

７
（２）

�代金回収悪化 ４
（６）

４
（６）

－
（３）

１４
（１４）

３
（７）

－
（４）

５
（５）

２
（３）

１１
（８）

５
（１２）

－
（－）

－
（－）

５
（４）


その他 ４
（４）

４
（５）

８
（１１）

１０
（９）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

４
（２）

５
（８）

３
（２）

３
（３）

６
（－）

５
（７）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２３年
４～６７～９１０～１２

２４年
１～３４～６

見通し

２３年
４～６７～９１０～１２

２４年
１～３４～６

見通し

２３年
４～６７～９１０～１２

２４年
１～３４～６

見通し

全 道 △１６ △１１ △４ △７ △１ △２９ △１８ △１１ △９ △８ ２９ ３１ ３０ ２６ ２８（３０）

札幌市 △２１ △８ △２ △１ ９ △２６ △１０ △７ △１ ０ ３２ ３５ ３０ ３０ ３４（２９）

道 央 △１２ △５ ２ △１１ △５ △２７ △１４ △９ △１２ △１０ ３２ ３９ ３５ ３２ ２７（３３）

道 南 △１１ △２７ △１６ △１１ △１１ △３９ △４３ △１７ △２４ △１２ １４ ２２ ２５ ２０ ９（４３）

道 北 △１６ △１５ △１２ △１５ △２ △２８ △２７ △２０ △２０ △１２ ３１ ３０ ３２ ２０ ２４（２９）

道 東 △１５ △１１ △６ △５ △１５ △３５ △２３ △１４ △７ △２２ ２１ １６ ２０ １７ ２５（２７）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号
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今回の調査では、道内企業の売上は後退したものの、利益は素材価格の落ち着きなどから

改善が続いています。震災の影響は薄れつつあり、食料品製造業などで震災特需の反動減が

ある一方、宿泊業など観光関連業種は持ち直しています。また、復興需要の取り込みについ

ては人材や拠点の確保など難しい面はあるものの、今後に期待し東北地域に進出する企業も

見受けられます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜食品製造業＞ レトルト製品の震災特需が

あったが、その反動が懸念される。反面、自

粛ムードは薄れつつあるため宴会需要等の取

り込みを強化する。

＜製菓業＞ 震災直後は日持ちする商品の引

き合いがあった。今後は、消費意欲が旺盛な

首都圏向け商品の開発や宅配等の新販路を強

化する。

＜乳製品製造業＞ 生乳生産量は回復してい

るが、前年比では大幅なマイナスとなってお

り効率的な製品化が課題である。また、急激

な重油代の上昇と包材値上げ要請が収益を圧

迫する。

＜製材業＞ 円高による輸入材の値下がり期

待から取引先が在庫を抑制している。今後は

当社商品と輸入材との価格競争は避けられ

ず、より一層の生産性向上が求められるた

め、設備更新を計画している。

＜鉄スクラップ加工処理業＞ ギリシャ危機

によりスクラップ価格が大幅に下落した。国

内企業の生産も急激な円高により低下してお

り、需要は弱含みである。

＜金属製品製造業＞ コア技術を活かした

ソーラー設備部品の受注が増加した。また、

ビニールハウス栽培の増加傾向に伴い関連部

品の受注も増えている。

＜輸送用機械製造業＞ 受注増加に伴い不足

人員をパート・派遣社員でカバーしている。

しかし未経験者が多く想定する仕事量や質を

下回っているため、時間外労働が増加し人件

費負担が大きい。

＜印刷業＞ 売上を重視すると低採算案件を

やらざるを得ず、収益増強との兼ね合いが難

しい。

＜建設業＞ 震災の影響で職人不足が散見さ

れる。また、被災地での工事の打診があり、

営業所を新設し社員も嘱託雇用した。更なる

打診もあるが、利益面及び人材面から対応が

難しい。

＜建設業＞ 好調な注文住宅部門が公共工事

の減少をカバーしているが、社員間の職務割

合のバランスが崩れている。人材育成が急務

である。

経営のポイント

震災の影響薄れ、復興需要に期待
〈企業の生の声〉

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号
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＜マンション分譲＞ 在庫物件のみを取り扱

っているが、値引き幅が増加し損失が拡大し

ている。震災後半年くらいは若干の引き合い

があったが、現在は目立った動きはない。

＜建材卸売業＞ 仙台市内に出向いて仕事を

したいが、作業員は仕事が少なくなっても地

元で働きたがっている。

＜農産物卸売業＞ 単価の低下と販売数量減

少が続き、新規開拓して現状の売上を維持す

るのがやっとの状況だ。震災後は安全・安心

な道産野菜が高値で推移しているが、一過性

のものと考えている。

＜鋼材卸売業＞ 昨年秋口から売上が増えた

が通年では前年を下回った。復興需要に関し

ては予想以上に被災地のインフラ整備が遅れ

ており、今年は期待薄だ。

＜穀物卸売業＞ ２３年産の農産物は悪天候の

影響で品質が悪く数量も少ない。２４年産が収

穫、製品化されるまでは品不足が懸念され

る。

＜建材卸売業＞ 震災の影響で住宅建築を見

合わせていた人が今年着工するケースが見ら

れ、期待している。

＜靴卸売業＞ 中国など海外生産地のインフ

レが激しい上に石油も値上がりし、円高だけ

では仕入れ価格の上昇は止められない。ま

た、消費者は本当に必要な時まで買わないた

め商品入れ替え時期の売上が厳しい。

＜空調機器卸売業＞ 昨春は震災の影響で物

流が止まり業績が伸び悩んだが、今年度は平

年通りの売上・利益が見込めそうだ。

＜貿易商社＞ 円高により輸入品の仕入れ価

格は低下したが、それ以上に販売価格が下が

っている。また、道産食品を輸出しているが

昨年は原発事故の影響でできなかった。

＜コンビニエンスストア＞ 人口減少傾向に

も関わらず店舗数が増加しており、競争がさ

らに激しくなって近隣店が閉店した。

＜米穀店＞ 原発事故の影響で米の流通価格

が大幅に上昇し、販売価格に転嫁できない部

分があり苦戦している。風評被害が収まるま

では高騰が続くのではないか。

＜建材販売＞ 大型量販店が次々とオープン

する中、小型店舗の当社は薄利で勝負しなく

てはならない。適正な利益の取れる商品が少

ない。

＜作業用品店＞ 広告宣伝による認知度アッ

プなどにより、店舗売上は１０％以上増加、ネ

ット販売と卸売も前年の約２倍で推移してい

る。来季以降は東北地方への出店も計画して

いる。

＜燃料店＞ 原油価格は高値安定傾向にある

が、イランへの経済制裁の動向によってはさ

らなる高騰も懸念される。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号
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＜石油製品輸送業＞ 事業所を１カ所閉鎖す

るが、当該エリアの配送は継続されるため輸

送距離が長くなり、コストが増加する。安全

面からも新たな人材の確保及び増車が急務で

ある。

＜バス会社＞ 燃料費の上昇が収益を圧迫し

ている。今後の原油価格の動向も不透明感が

強く、事業計画の策定に苦慮している。

＜都市ホテル＞ 今冬は寒さが厳しく、暖房

などの光熱費が上昇している。重油価格の高

騰もあり利益が低下した。

＜都市ホテル＞ 宿泊単価は相変わらず低

い。震災の影響は、国内需要に関してはほぼ

なくなっている。

＜自動車整備業＞ 地元の人口流出が止まら

ず顧客も減少傾向にある。他地域やインター

ネットでの営業を積極的に進める。

＜輸送機械器具リース＞ 被災地へ重機と人

を派遣したが思うように受注を確保できなか

った。また、道内の重機保有台数が減少した

ため売上減少、経費が先行し利益も低下し

た。しかし、これから国の予算が決まり、復

興事業が本格的になれば受注増加は十分期待

できる。

＜倉庫業＞ 震災により東北地方の冷蔵倉庫

が打撃を受けた影響で、冷凍水産物の入庫が

増加した。しかし復興に伴い元に戻ると見ら

れるため、長期的には楽観できない。

＜廃棄物処理業＞ 価格競争は激しいが、提

案型の収集運搬など特色を前面に打ち出して

売上を維持している。また、新たに取り組ん

だ収集事業が計画を上回って順調に推移して

いる。

経営のポイント

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

１．はじめに

大小さまざまな出来事が周りで起こり、自分が、家族が、知人が、たとえどんなに疲弊してい

たとしても、日々の生活は続きます。経済活動の中で、その一端を担って会社で仕事をし、日々

の糧を得て、家族を養っていく。こんな時代、こんな時期であればこそ、それら人々の生活の基

盤である会社が、一人ひとりを支えられるようであり続けて欲しいと願わずにはいられません。

『事業承継』とは、その会社や事業を、命の限りのある自然人とは異なって、将来にわたって

継続できるものと考えて法律が作り出した人格（法人）として、どのように繋げて続けていくの

かということです。

実際には、会社といっても、経営して動かしているのは生身の人間なので、自ずとその人間の

活動期間に会社の企業活動期間が対応します。すなわち、経営者から次の経営者へのリレーがし

っかりとなされて初めて会社の企業活動が存続できるということです。

日本は、長寿企業、いわゆる老舗の企業が多く、それは他の国々へも胸を張って誇れることの

一つだと思います。それは裏を反せば、創業者から次の世代へ、そしてまた次の世代へとその時

代に適した経営の舵取りを行ない、対応したことが社内外に受け入れられ、それらが脈々と受け

継がれた結果であるといえます。これらの企業は事業承継の中で、少なくとも後継者の問題をう

まくクリアできた企業であるともいえます。

日本の中小企業の現状と国・地方自治体の政策、代表的な「事業承継」事例について以下、具

体的に検証していきます。

２．日本の中小企業の置かれている現状と国の承継支援策について

（１）１９８６年に約５３３万社あった中小企業は２００６年には約４２０万社に、２０年で約１１３万社も減少し

ており、日本の経済の基盤となる中小企業の経営承継は、雇用の確保や地域経済活力維持の観点

から極めて重要であると考えられます。しかし、現状では経営承継について十分な準備をしてい

る中小企業は少なく、中小企業の持つ貴重な技術力やノウハウは散逸も懸念されています。
（中小企業庁２００８年版「中小企業白書」）

（２）企業が減少する要因としては、自営業者の高齢化による廃業の増加と後継者を確保できな

いことが挙げられます。５０～６０代の経営者は、約２割が「自分の代で廃業したい」と回答してお

り、事業を引き継ぎたいと回答した企業も１割強が「後継者の確保が難しい」と回答していま

す。企業の維持・発展のためには、円滑な事業の引継ぎが必要であると考えられます。
（中小企業庁２０１０年版「中小企業白書」）

ご存知の通り、中小企業は減少しています。そして、親族内承継も減少しています。それが後

経営のアドバイス

中小企業の『事業承継』の状況と対策について
株式会社 むらずみ経営
事業承継・相続支援事業部
マネージャー 村上 淳一
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

継者不在による廃業の大きな一因となっていることは間違いありません。後継者が「家業」を継

ぐということが当たり前ではなくなったのです。

（３）中小企業の経営の継続的発展を総合的な施策で支援するための骨子が３つあります。

①後継者に自社株等を集中させるため、先代経営者から後継者に生前贈与された自社株式等につ

いて、相続関係者の遺留分算定の基礎財産から除外、又は遺留分算定の基礎財産に算入する際

の価額を固定することを認める民法特例。「遺留分の民法特例」については、後継者への株式の

承継を確定的なものにする主旨。

②経済産業大臣の認定を受けた中小企業者（非上場会社及び個人事業主）及びその後継者個人に

対する金融支援制度。「金融支援制度」は株式などの取得資金の支援。

③経済産業大臣の認定を受けた非上場株式等に係る相続税及び贈与税の納税猶予制度。

「納税猶予の特例」は株式の贈与や相続での承継時の納税負担を軽減するという制度。
（平成２０年施行「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」）

これらの施策は、経済産業省の認定等が必要で、また、長期に渡って計画的な取り組みが必要

であることから、現実的には使い易いとはいい難く、実際にこの円滑化法を使って承継を進める

ケースはあまり見受けられませんが、国としても事業承継に対して何らかの後押しをしなければ

ならないと考えていることは伝わってきます。

札幌市が集計した「札幌市統計書」によりますと、市内には約７万４千社の企業があります。

そして、事業承継を考える際に、現在、企業の６割から８割にその対策の必要性があるとされて

いますので、間を取って７割としましても、市内だけでも、実に約５万社に何らかの承継に関す

るニーズがあるということになります。また、総務省の「平成２１年経済センサス－基礎調査確報

集計結果」によりますと、道内にはその時点で企業が８１，５７８社あったとのことですので、その７

割と考えると約５万７千社ということになります。企業数が減少しているとはいえ、それだけの

数の企業に事業承継の必要性があるのです。

さらに、これまで弊社で関わってきた事業承継の内訳をみますと、比率的には、やはり親族内

承継が多く、半数以上を占めます。次いで、親族外の社内承継とM&Aで、それぞれ全体の４分

の１程度ずつになります。

また、事業承継を行なった業種と年商による内訳は、それぞれ業種も年商も多岐に渡っていま

す。これはつまり、どんな業種や規模であってもそれには関係なく承継の必要があるということ

を示しています。道内の多くの企業において、事業承継は重要な経営課題といえるのです。

３．事業承継の事例について

（１）親族承継（例１）

承継する会社が２社あって、後継者候補や株主も複数いらっしゃったため、選択のパターンが

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９０／本文　※柱に注意！／０１５～０２２　経営のアドバイス（村上）  2012.04.19 10.52.53  Page 16 



経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

多かったのですが、承継対策に加えて、同族会社では避けられない相続対策もからめて検討でき

た、親族内承継のモデルケースです。

現経営者A社長は１００％株主で会社のオーナーでもありました。今後、承継を進めていくため

に、経営者は誰にするか、それと分離して株主は誰にするかを、他人であるB専務、経営者の長

男、長女、そして長女の夫、さらには他からスカウトすることや他社へのM&Aとするようなパ

ターンでそれぞれ組み合わせて検討しました。承継の時期について、現経営者Aが生涯社長を継

続する場合、期間を決める場合、社長候補者の実力が見極められたときとする場合を想定し、加

えて、株式の移転方法やその保有、移転の際の資金についても考えました。次に、事業の承継と

は独立して相続対策についても検討しました。

経営者や株主の選定に先立って、まず現状分析として株式の評価額と相続税の試算をしていま

す。試算の後、それぞれの対策の検討ポイントをあげ、加えて、現社長の退職金を生前と死亡時

において試算検討しています。

この事例では、オーソドックスに、株価評価をキチンと行なって、その上で、相続や贈与によ

る株式移動時の税金の試算、そして、誰が経営者となるのか、誰が株式を持って経営権を得るの

か、それに伴なう税金を検討し、相続対策、株価引下げ対策や節税策を検討しました。

現在、まだ承継の途上にありますが、そのように、承継は往々にして時間のかかるものである

ということ、逆にそのタイミングを見計る必要があるということができます。

（２）親族承継（例２）

親族内承継において、その方向性を決めるために重要な、承継対策の必要性について検討した

上で進めました。それは、親族内承継、もっと言えば親から子へ承継する際にあらゆる企業で考

えなければならないことです。

ここでは、子供達が困らないようにと事前に手を打つことが、相続対策とか事業承継対策であ

ると考えました。一番大切なのは、枝葉の問題は後回しにして、自分の人生観や所有財産状況、

そして子供達それぞれへの思いを反映させた、基本方針を明確にすることです。少なくともこん

なことで子供達を困らせたくないと言う事柄をピックアップしましたが、複数あったので優先順

位を明確にしました。その後、自社経営会社関係財産を分析し、個人の所有財産の棚卸し、相続

税の試算を行なった上で、承継の基本方針や詳細プランを固めて、計画的に承継対策を実施する

こととなりました。

以下にその内容を記載します。
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基本方針とする内容 必要な対策

（A）合法的節税
合法的な手段で相続税などの負担を
軽くし、出来るだけ多くの財産を残
してあげたい。

定期的に自分の財産を棚卸ししつつ、将来の相続税を
試算しながら、生前贈与、譲渡（一時的に価値が下がっ
た場合）、資産組換（額面評価される資産から、時価に
対する評価率の低い資産への組換）などの方法を併用し
ながら、計画的に将来の相続税の負担を軽減する方法で
す。
税制は将来改正される可能性がありますので、改正の
動向にも注意を払う必要があります。

（B）手軽に納税
相続税の納税で大変な思いをさせた
くない。

所有財産における不動産や自己経営会社株式などの割
合が高い場合には、財産総額が基礎控除額を少し超える
だけでも、課税される相続税の納付が困難になることも
あります。（A）と同様に財産の棚卸と将来の相続税を試
算し、納付が困難にならないか、定期的に検証必要があ
ります。
延納制度を活用しても納付が困難な状況であるとき

は、資産組換（換金すること）や事前の納税資金手当を
実施する必要があります。

（C）争いの予防
子供達が、遺産を巡って争ったり、
気まずい思いをしないようにした
い。

誰にどの財産を承継させるべきなのかを考え、それを
法律的に有効な方法で担保することが必要になります。
有効な方法として利用されるの、次のようなものです。
（公正証書）遺言
生命保険契約による実質遺贈（自身が契約者で、死亡
保険金の受取人が特定の子供）
信託制度（手放したくないが管理が複雑な財産や、特
定の子供に財産管理能力がないなど）
また、争いの予防を考える場合には、それぞれの子供
が持つ遺留分を計算し、その遺留分を侵害しないかとい
う点まで検証すると万全です。

（D）連続承継
子供への承継だけでなく、子供から
の承継についても何か手を打ちた
い。

例えば子供には残したいが、孫がいないので、子供か
ら配偶者には財産が行かないようにと言うように、次の
承継にも自分の意思を反映させたいと言う相談が増えて
います。
現在の法制度では、（C）の遺言は、次の承継にまで

関与することができませんが、『受益者連続型信託』の
ような新しい信託制度を活用することにより、解決が可
能です。
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（E）事業の承継
子供が事業を承継して欲しい。

事業は、人材・物・お金・契約（リスクのある契約を
含む）などが有機的に結合したものですから、事は単純
ではありません。
重要なのは、可能性のある子供がだれかを見極め、そ
の子供が正しい決断できるよう、経営状況や承継した場
合のリスクなどを定期的に説明し、時間を掛けて理解を
得ることが重要になります。

（F）偏った承継
この子供には、この財産を承継させ
なければ困る、あるいは多く承継さ
せなければ困る。

例えば、（E）の事業の承継に関連して、子供のうち
の誰かが事業を承継する場合、その事業に利用されてい
る不動産や自己経営会社株式が、その子供以外の誰かに
承継されると、他者が経営に口出しすることになり、苦
しい経営を強いられる可能性もあります。このように特
定の子供に承継させなければならない財産がないかを考
える必要があります。
このような財産がある場合には、必ず生前贈与、譲

渡、遺言などの方法で、事業が承継した子供が、事業用
不動産や自己経営会社株式を承継できるよう、手当をし
なければなりません。

（G）承継負担の軽減
事業を継承した子供が困らないよう
にしたい。

事業には、成果が上がらないリスクが伴います。今は
順調でも、いつ経営環境が変化して、後継者の能力では
対応できない苦しい経営状況になるかもしれません。
責任感の強い後継者ほど、このような状況になっても
無理をして借金を重ねるケースが増えていますので、
『事業継続が無理だと思ったら、いつもで事業譲渡ある
いは廃業して良い』旨を予め伝えておくことが重要で
す。
また事業を承継する前に、リスクを軽減する（事業規
模の縮小・後継者の障害になりそうな人材の整理・後継
者の右腕の確保など）ことも重要になります。

（３）会社分割の事例（例１）

一つめは、会社を承継しやすい形にしてから承継したものです。現経営者は承継後の経営が、

できるだけうまく行くこと、その可能性をできるだけ高めることを望まれました。そして、今あ

る会社の不採算部門などをどうするか悩まれていました。

そこで、既存にあった㈱甲から新設分割して、㈱甲を１００％親会社に持つ㈱乙を設立すること

としました。㈱乙には、㈱甲から今後継続して経営していく、残すべき事業とそれに付随する債

権債務を移しました。
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資産１００万円
負債９０万円

資本金１０万円

資産６０万円
（㈱乙の株式５万円を含む）

負債５０万円

資本金１０万円
資産４５万円

負債４０万円

資本金５万円

甲社株主（現社長）

↓ 分 割 ↓

㈱甲（現社長） ㈱乙（新社長）

甲社株主は、現社長 乙社株主は、㈱甲

株式の移転については、新設分割後、新会社である㈱乙の全株式を㈱甲が全て持っているた

め、後継者の地位は㈱甲の雇われ社長にとどまっていますが、今後、後継者である㈱乙の社長が

㈱甲から株式を売買等で引き継ぐ予定です。

これによって、経営が安定しやすいということはもちろん、会社分割前の会社の株式をすべて

移転させるよりも、会社分割後の会社の株式を移転するほうが、買取価格やその税金面などにお

いて負担を軽く進められる可能性が高くなりました。

㈱甲・現社長

（４）会社分割の事例（例２）

もう一つは、複数いる後継者に経営を分けて承継したものです。㈱丙は温浴業と飲食業の２つ

を業として会社を経営していました。しかし、後継者候補は長男と次男の二人おり、今後承継し

てそのまま１つの会社の中にいて兄弟で株式を相続させると、経営をめぐっての意見の衝突や確

執など、経営が不安定になってしまう危険性もあると現社長が判断しました。

そこで、会社分割によって温浴業を営む会社と飲食業を営む会社に分けて、それぞれを承継さ

せ、株式も相続させるようにすれば、経営をめぐった意見の衝突などは避けられ、互いの事業に

関連性はありましたが、提携関係を維持していけば問題とはならないと考えました。

分割後は、現社長がそれぞれの会社の株式を持ちました。

そして、長男に温浴業の会社の株式を、次男には飲食店業の会社の株式を相続させる旨の遺言

を残す予定です。このとき、株式の評価額がおおむね同一になるとは限りませんので、他の相続

財産も勘案して、長男・次男にトータルでいくら相続させるかを検討しておき、その中にそれぞ

れの会社の株式を加えるような内容で遺言を残しておくこともよいかもしれません。
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㈱丙（現社長）

温浴業部門 飲食業部門

㈱丙・長男社長
温浴業

㈱丁・次男社長
飲食業

丙社株主は、現社長

↓ 分 割 ↓

丙社株主は、現社長 丁社株主は、現社長

（５）ハッピーリタイヤ

ハッピーリタイヤといっても、それには企業を新たな経営者へと引き継いで引退するという

ケースもあれば、廃業するというケースもあります。多くの事例をみる中で、ポイントはそのタ

イミングにあります。事業承継が完了した後であればそのタイミングはあまり問題になりません

が、廃業である場合は重要です。

ある経営者は、満足いくまで会社を続けて、創業者利潤などは度外視した上で、逆に個人の資

金を会社へ注入した後に廃業しました。気持ちの上では良くても、生きていく上で必要なその後

の生活資金を確保できていたかは疑問が残ります。しかし、別のある経営者は、自分の歩んでき

たこれまでの足跡とほぼ重なるような会社をキチンと畳んで、家屋敷も残して、今までとは違っ

た時間の使い方を笑顔で語っていました。

初めにも書いたとおり、その経営者の活動期間に会社の企業活動期間が対応します。どんな形

にせよリタイヤするときは訪れます。廃業を含めた広い意味で、事業承継は避けては通れないこ

となのです。企業の経営者として、責任者として、その瞬間を見据えて、今、何をすべきか思案

する時間を持つことも必要ではないでしょうか。

４．おわりに

よく企業の寿命は３０年といわれます。もしも、それが経営者の企業活動としては本当にそうで

あったとしても、会社の企業活動としては、事業承継の進め方次第で長寿となることは十分可能

です。また、その企業自体としてではなくても、M&Aなどで事業が承継されて継続されること

でも同じような社会的効果があります。是非とも、永続企業へ向けて歩んで下さい。また、そん

な企業になるよう一人ひとりが持てる力をもっともっと結集して、益々企業を発展・維持される

ことを祈念致します。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８
２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５

４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７～９月 ９４．８ １．２ ９２．４ △２．１ １０１．０ ５．０ ９３．９ △２．０ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５
１０～１２月 ９３．６ ０．９ ９２．０ △２．８ ９９．３ ３．７ ９３．３ △２．７ ８８．０ △１．９ １００．０ ３．４

２３年 ２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 ９５．９ １．８ ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ ９４．４ △３．０ ８５．７ △３．８ １００．７ ４．１
８月 ９５．１ ３．１ ９３．６ ０．４ １０１．３ ５．９ ９４．６ ０．２ ８８．４ △１．４ １０２．８ ５．８
９月 ９３．５ △１．０ ９０．５ △３．３ ９７．９ ２．０ ９２．７ △２．９ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５
１０月 ９４．８ ４．６ ９２．５ ０．１ １００．５ ６．６ ９２．９ △０．３ ８６．５ △３．２ １０３．６ ７．０
１１月 ９１．５ △２．３ ９０．０ △４．２ ９７．７ １．３ ９１．４ △４．６ ８７．４ △２．０ １０３．０ ８．２
１２月 ９４．６ ０．５ ９３．４ △４．３ ９９．６ ２．９ ９５．６ △３．０ ８８．０ △１．９ １００．０ ３．４

２４年 １月 r ９７．７ １．５ r ９５．２ △１．３ r１０１．３ ５．８ r ９４．７ △１．５ r ８９．９ ２．６ r１０３．０ ２．５
２月 p９６．６ ３．１ p９４．１ １．５ p１００．１ ６．０ p９５．７ １．１ p８９．１ ０．８ p１０３．１ １．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ r １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ r １２８，５１８ △１．４

２２年１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８△０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５
２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ r ４６，９９９ △２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ r ３１，２６３ △１．０

４～６月 ２３０，６５６△２．２ r ４７，４５２△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ r ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ r ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ r ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 r ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ r １９７，２２８ ０．２ r ３４，０４９ △１．７

２３年 ２月 ７０，３３４ ０．０ r １４，４７８ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ r ９，７６７ ０．５
３月 ７９，５７５△２．０ r １５，１１７ △７．４ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ r １０，１１５ △２．９
４月 ７７，６４５△１．３ r １５，６４６ △１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ r １０，４９８ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ r １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ r １５，５７４ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ r １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 r ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ r ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 r ７８，９２７△０．４ r １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ r ６０，０９７ △０．２ r １１，４０８ △１．２
２月 p ７０，５８０△０．２ p １４，６５１ ０．２ p １５，１６９ △４．８ p ４，６９１ △０．５ p ５５，４１１ １．２ p ９，９６０ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９０／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2012.04.13 20.07.59  Page 23 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９
２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５

４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２３年 ２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 r ３７，７３２ １．０ r ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２
２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６

４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２３年 ２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９０／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2012.04.13 20.07.59  Page 24 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６
２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９

４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２３年 ２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５
２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．８ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４

４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２３年 ２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ － ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ － ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９０／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標  2012.04.13 20.07.59  Page 25 
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成24年1～3月期実績、平成24年4～6月期見通し） 

●中小企業の『事業承継』の状況と対策について 

調査レポート 2012.5月号（No.190） 
平成24年 （2012年） 4月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙を使用しています。 
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